別添
業務方法書　様式第２号
                  

年  月  日

支援金申請者名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　


給付農業者名　　　　　　　　　　　　　　　　


肥料価格高騰緊急対策事業　給付農業者確認同意書


１　私は肥料価格高騰緊急対策事業実施要領（令和５年10月25日付け食政第864号農政部食
の安全推進監通知。以下「実施要領」という。）第２条第２項各号の要件を満たす給付農業
者であることを確認しました。
なお、化学肥料の低減については、私は肥料価格高騰対策事業実施要領（令和３年12月
20日付け３農産第2156号農林水産省農産局長通知。）別記１の第２の１の（１）に掲げる
化学肥料の使用量低減の取組メニューのいずれかに取り組む意向があります。

２　私は支援金申請者が実施要領第５条第１項の規定に基づき申請する、申請内容について、自身が購入した化学肥料の内容及び支援予定額に異議がないことを認め、同意します。

３　私は、実施要領第４条第２項又は第３項の規定による化学肥料（販売した肥料販売業者
等による取りまとめが行われない化学肥料）については、支援金申請者１団体のみの取り
まとめとすることを約束します。
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４　私は業務方法書様式第１－１号（肥料価格高騰緊急対策事業支援金等交付申請書）別添の第４（誓約・同意事項）にある、以下の内容について誓約・同意します。
（１）北海道肥料コスト低減体系緊急転換事業推進協議会（以下「道協議会」という。）から、本事業に係る報告、証拠書類の提出及び立入調査を求められた場合は応じます。
（２）申請書と納品のあった化学肥料の合計数量に相違がある等、支援金申請者から支払われた支援金等に余剰が生じた場合は、その旨を申し出ます。その場合、当該支援金等を返還することに異存はありません。
（３）支援金の交付要件を満たさないことが判明した場合は、支援金等を返還すること又は
　　支援金等が交付されないことに異存はありません。


注　給付農業者名は自筆とすること。なお、給付農業者が法人、コントラクター組織及び作業受託会社等
（以下「法人等」という。）に該当する場合は、法人等の名称及び代表者名を記載のうえ、代表者印
の押印で自筆に代えることができる。
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